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管理グループ

１　室の庶務、連絡調整
室の一般庶務事項を掌理するとともに、室内の連絡調整に関する事務を実施した。

産業化戦略グループ

１　室の企画、連絡調整
成長産業振興室施策に関し、室内の連絡調整に関する事務を実施した。
２　科学技術の振興
大阪における創造的科学技術の振興を図り、明日の人類社会に貢献することを目的として昭和58年に創設された顕彰制度「大阪科学賞」の運営について、大阪市、一般財団法人大阪科学技術センターとの共催により実施した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	1,150
	1,150
	1,150

	決算額（千円）
	1,150
	1,150
	1,150


新エネルギー産業グループ

１　バッテリー戦略推進センター事業
蓄電池の専門家であるセンター長や燃料電池分野の専門人材ら民間出身者の知的・人的資産や企画力、特区制度等を活用し、蓄電池及び水素・燃料電池分野での新たな需要創出のための企業ニーズの把握や国、関係機関等との調整などを行う等、先進的なビジネスモデル創出や実証プロジェクト支援を行った。
また、水素・燃料電池分野における大阪企業の海外展開を後押しするため、カナダやドイツの地方政府との覚書（MOU）を活かし、現地訪問などにより商談のコーディネートを進め、国内の展示会等の場で大阪企業と海外企業とのマッチングを行った。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	 12,791
	6,332
	7,726

	決算額（千円）
	 10,068 
	4,694
	4,433


２　大阪スマートエネルギープロジェクト
スマートエネルギー関連の大手・中堅企業で構成する「大阪スマートエネルギーパートナーズ」（SEP）と、自社技術の活用や新規参入を目指す中小企業で構成する「おおさかスマエネインダストリーネットワーク」（SIN）を活用し、大手・中堅企業の技術ニーズ（SEP企業）と中小企業の技術シーズ（SIN会員を主とした技術提案企業）のマッチングの機会を設け、スマートエネルギー分野における新たな技術開発を支援した。

(1)SEP企業数：128社（令和２年３月31日時点）
(2)SIN会員数：163社（令和２年３月31日時点）
(3)ビジネスマッチング・支援セミナーの開催：
・令和元年７月10日
Motto OSAKAオープンイノベーションフォーラム　大阪ガス㈱（参加人数：280名）
・令和元年７月30、31日
一般非公開（セミオープン）型オープンイノベーション（参加人数：97名）

・令和元年８月29日
Motto OSAKAオープンイノベーションフォーラム　ダイキン工業㈱（参加人数：262名）
・令和元年10月18日
Motto OSAKAオープンイノベーションフォーラム　日立造船㈱（参加人数：232名）

・令和元年10月21日
中小企業のための「スマートエネルギー分野への参入セミナー」（参加人数：122名）

・令和元年12月17日
りそなオープンイノベーションセミナー＆個別商談会

㈱NTTファシリティーズ・大阪ガス㈱・西日本旅客鉄道㈱（参加人数：125名）

(4)マッチング件数：250件
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	2,062
	2,258
	2,742

	決算額（千円）
	1,270
	1,634
	1,271


３　新エネルギー産業分野ビジネスチャンス応援事業

今後の成長が期待される新エネルギー分野のビジネスに府内の中小企業などが円滑に参入できるよう、同分野での企業間のネットワーク強化を目的とした事業化支援セミナーを開催した。また、自社の強みを活かした戦略的な事業展開の手法や技術提案書の書き方等を学ぶ戦略的技術提案講座を開催した。
(1)事業化支援セミナー（スマエネビジネス交流会）

・日　　程：令和元年８月９日

・内　　容：企業間連携の実例やSIN会員の事業内容の紹介、企業間の交流

・参加人数：73名
(2)戦略的技術提案講座

・日　　程：令和元年９月17日及び令和元年11月５日（開催回数：２回）
・内　　容：講演・ミニセミナー、グループ討論、模擬プレゼンテーション会

・参加人数：９名（２千円／人の参加費を徴収）
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	378
	276
	673

	決算額（千円）
	149
	117
	425


４　新エネルギー産業電池関連創出事業　

蓄電池、燃料電池等の新たな用途・市場開拓に向けて、新エネルギー産業（電池関連）創出事業補助金を通じ、府内中小企業等における電池関連分野の研究開発及び新エネルギー産業に密接な関わりがあるAI、IoT等の第４次産業革命に関連する先端技術の実証実験の取組みを資金面から支援した。

・補助金交付：7企業
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額　　（千円）
	21,707
	21,157
	21,088

	決算額　　（千円）
	20,420
	15,270
	11,645


５　水素関連ビジネス創出基盤形成事業
(1)H2Osakaビジョン推進会議等の運営

水素エネルギーが利活用される「水素社会」の実現に向け、水素・燃料電池分野における今後の取組みの方向性を示した「H2Osakaビジョン」に基づき、府内での実証・実用化の検討を行う産学官プラットフォーム「H2Osakaビジョン推進会議」を開催し、構成団体による取組を共有するとともに、大阪・関西万博における水素利活用策について意見交換等を行い、提案書を作成した。
あわせて、水素利活用機器の実証・事業化の実現に向けた事業別研究会として、推進会議のもとに設置している「FCバス研究会」及び「FC船研究会」において課題検討等を行った。

(2)大阪次世代自動車普及推進協議会の運営

電気自動車（EV）と燃料電池自動車（FCV）の普及拡大や水素ステーション等のインフラ整備の促進ならびに関連製品・技術の普及促進に関して産学官が協力して取り組む大阪次世代自動車普及推進協議会を運営し、EV･FCV優先駐車ゾーンの設置を拡大するとともに、水素ステーションの整備候補地となる府有地等の情報収集・提供などを実施した。
(3)水素関連産業参入促進事業

中小企業等の水素関連産業への参入を促進するため、水素・燃料電池関連施設見学ツアー及び水素関連機器等のコストダウンにつながる新技術ニーズ説明会（講演会を含む）を実施した。
①水素・燃料電池関連施設見学ツアー

・日　程：令和元年10月28日
・見学先：業務用・産業用燃料電池発電システム（大阪府中央卸売市場）

北大阪水素ステーション

・参加企業等数：16名（13社）

②新技術ニーズ説明会
・日　程：令和元年11月25日
・参加企業等数：52名（38社）
(4)水素利活用機器導入促進事業

産業用車両などにおける水素エネルギーの活用を促進し、水素需要の拡大につなげるため、府内中小企業における燃料電池フォークリフトの導入に対する補助を行った（導入台数2台）。また、大阪・関西万博での燃料電池バスの導入を見据え、大阪市・堺市と連携し体験試乗会を開催した。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	5,281
	5,459
	5,587

	決算額（千円）
	4,821
	5,227
	5,218


成長産業振興室　国際ビジネス・企業誘致課
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誘致推進グループ

１　国家戦略特区等に関するプロモーション活動の展開
国家戦略特区等のメリットや大阪の投資魅力を府内外に広くPRするため、大阪市等と連携したセミナー等の開催や投資意向のある府内外の企業への訪問など、積極的なプロモーション活動を展開した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	3,583
	3,627
	3,672

	決算額（千円）
	2,854
	2,988
	3,444


２　産業立地賃貸事業

平成25年3月29日付けで府が財団法人大阪府産業基盤整備協会から承継した「テクノステージ和泉」及び「津田サイエンスヒルズ」の事業用土地を定期借地方式により中小企業に対して貸し付けた。

なお、賃貸借契約期間中に、土地の買取りを希望する借主に対しては公正証書の規定に基づき、売買契約を締結することとしている。

（事業期間　平成25年3月29日～最長令和8年3月26日）

(1)「テクノステージ和泉」

・場所：和泉市テクノステージ1丁目～3丁目

・面積等：27,938.43㎡（8区画）
(2)「津田サイエンスヒルズ」

・場所：枚方市津田山手2丁目

・面積等：29,959.93㎡（3区画）

（令和2年3月31日時点）

（貸付料収入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	テクノステージ和泉
	100,468
	150,275　　
	159,020　　

	津田サイエンスヒルズ
	47,485
	46,876　　
	46,876　　

	計
	147,953
	197,151　　
	205,896　　


（土地売却収入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	テクノステージ和泉
	428,452
（2区画、
8,140.65㎡）
	767,131
（4区画、
16,298.01㎡）
	99,641

（1区画、
1,919.87㎡）


	津田サイエンスヒルズ
	0
	0
	0

	計
	428,452
	767,131
	99,641


３　泉佐野丘陵部府有地管理事業

都市整備部（公園事業）へ用地を引継ぐための関係者協議及び当該府有地の維持管理を行った。また、民間施設導入用地については、平成28年度に土地賃貸借契約を締結した事業者と継続して事業実施に向けた協議・調整を行い、平成30年度に民間事業者による太陽光発電事業を開始した。
（委託料）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	614
	614
	614

	決算額（千円）
	614
	558
	547


４　産業立地促進事業

府内への企業立地を促進するため、補助金などの支援施策を実施した。

(1) 企業立地促進補助金

　　　補助対象地域において、工場又は研究開発施設を設置する企業に対して、必要な資金の一部を補助した。

①　府内投資促進補助金

ア）産業集積促進地域における工場等の立地に対するもの

　　　（対象事業者）

　　　　　産業集積促進地域内で工場又は研究開発施設の新築・増改築を行う中小企業

　イ）先端産業の研究開発施設に対するもの

　　　（対象事業者）

　　　　　補助対象地域において、バイオ・ライフサイエンス、ロボット、情報家電、新エネルギー等の分野のうち、先端的な産業と認める研究開発施設の新築・増改築を行う中小企業

　　　（補助対象、補助率、限度額（ア、イとも共通））

・家屋及び償却資産×10％以内、限度額3千万円

・操業開始の翌(々)年度にかかる法人事業税相当額の50％、限度額2千万円

②　先端産業補助金（平成24年度で補助終了（債務負担は令和3年度まで））

（対象事業者）

補助対象地域において、バイオ・ライフサイエンス、ロボット、情報家電、新エネルギー等の分野のうち、先端的な産業と認める工場又は研究開発施設の新設を行う企業

（補助対象及び補助率）

　　　a　家屋及び償却資産×5％

　　b　家屋賃料×50％（彩都ライフサイエンスパークのみ）

（限度額）

　　a　一補助対象地域あたり　150億円

　　b　家屋賃料（賃貸借契約から2年間、単年度3千万円、総額6千万円）

　　　※　a及びbを併せて受ける場合、限度額はaの範囲内
③　外資系企業等進出促進補助金

　　（対象事業者）

　　　　府内において、本社を設置する外資系企業等

　　（補助対象、補助率、限度額）

・家屋取得の場合、家屋及び償却資産×5％、

常用雇用者等数に応じ、最大限度額1億円

・家屋賃借の場合、家屋賃料等の1/3、

常用雇用者等数に応じ、最大限度額6千万円

（補助金）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	1,004,037
	1,059,622
	1,164,833

	決算額（千円）
	961,606
	1,031,531
	1,110,833


(2) 産業立地促進融資制度

府内の産業拠点への立地に必要な資金に係る融資制度（平成23年度で融資終了（預託は令和5年度まで））
（融資条件）

・融資対象　　知事が指定する産業拠点における、当該拠点整備の目的に適合した
産業施設の立地事業

・融資限度額　設備資金10億円　　運転資金5千万円（合計10億円）

・融資期間　　設備資金15年以内　運転資金7年以内

・融資利率　　年1.6％（事業最終年度の融資利率）

（貸付金）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	78,750
	215,980
	291,400

	決算額（千円）
	78,750
	215,980
	291,400


ビジネスグローバル化支援グループ
１　外国企業誘致活動の推進

オール大阪の体制で外国企業誘致に取組むため、府・大阪市・大阪商工会議所の三
者で設置した「大阪外国企業誘致センター（O-BIC）」を通じ、外国企業への情報提供、
各種サービスの提供などのプロモーション活動を行った。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	7,600
	7,600
	7,600

	決算額（千円）
	6,827
	7,578
	7,590


※ 「大阪外国企業誘致センター（O-BIC）」の運営母体である「大阪対外ビジネス・プロモーション協議会」に対して支出した。

２　先端産業分野の国際ビジネス交流の促進
大阪が強みを持つ先端産業分野において、海外で開催される国際見本市での出展支援や、大阪へ投資意欲のある海外企業の招聘を行うことにより、大阪企業の海外ビジネス展開に資する商談機会を提供するともに、大阪への先端産業分野での投資を促進した。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	11,551
	11,551
	11,551

	決算額（千円）
	7,468
	4,979
	10,244


(1)
先端技術総合見本市「SFF×SWITCH 2019」への出展


・日　　程：令和元年11月11日～11月13日

・会　　場：Singapore Expo（シンガポール）


・出展企業：4社

　　（IoT歯ブラシ製造・開発、保険サービス、センサー搭載洗面台製造・開発、ネット
ワーク不正アクセス検知装置製造・開発）


・商談件数：261件

(2)
国際イノベーション会議「Hack Osaka 2020」における海外スタートアップ企業と
在阪企業の商談会

令和2年2月28日に商談会開催を予定していたが、世界的な新型コロナウイルス感
染症の広まりにより事業は中止
３　貿易金融の円滑化
○輸出手形損失てん補
政府の実施している輸出手形保険の追加補償制度として輸出手形金額の15％（大阪市内の業者の場合は7.5％）を損失てん補することにより、銀行などの輸出手形の買取りを円滑にし、府下の輸出を促進するため昭和29年度より実施してきた。平成14年度からの新規引き受けは廃止し、回収金の収納のみを行っている。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	回収金額（円）
	1,555,941
	7,130,254
	15,972,948


根拠法令：貿易保険法、大阪府輸出手形損失てん補規則

４　公益財団法人大阪産業局が実施する国際ビジネス支援事業の運営支援
府内中小企業の貿易・投資等の国際ビジネス支援を行うため、公益財団法人大阪産業局とともに、上海に海外事務所を設置し、本府職員を駐在させ、地域の経済情報の収集・提供、貿易促進、進出企業支援などに努めた。また、国内においても、海外経済情報の収集提供、引合いの斡旋、経済交流イベントの開催など、幅広い活動を行った。

（負担金）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	　　　33,176
	34,411
	38,046

	決算額（千円）
	      32,333
	28,953
	29,635


（補助金）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	　　　35,359
	33,997
	30,808

	決算額（千円）
	27,353
	33,276
	30,808


５　大阪ビジネスサポートデスクの運営
民間のノウハウとネットワークを活用して海外販路開拓支援業務等を展開するため、海外各都市の日系企業に委託して「大阪ビジネスサポートデスク」を5地域に設置し、府内中小企業等の海外ビジネス支援等に取組んだ。
設置地域：インド、インドネシア、タイ、マレーシア、フィリピン、ベトナム、

ミャンマー
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	9,727
	9,504
	13,172

	決算額（千円）
	7,650
	9,335
	13,040


６　独立行政法人日本貿易振興機構大阪本部への助成
独立行政法人日本貿易振興機構（ジェトロ）大阪本部が行う海外環境ビジネスプラットフォーム事業や府内企業の特性に応じた貿易投資相談事業に対し補助を行った。
 (1) 海外環境ビジネスプラットフォーム事業補助金
海外より水素・燃料電池、蓄電池分野のバイヤーを招聘し、同分野における府内中小企業の海外展開支援を目的とした商談会、交流会、産業視察を予定（令和2年3月2日、3日）していたが、世界的な新型コロナウイルス感染症の広まりにより事業を中止。
（補助金）
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	4,500
	4,500
	4,500

	決算額（千円）
	623
	4,472
	3,505


 (2) 貿易投資相談事業補助金
府内企業の貿易や投資を推進するため、独立行政法人日本貿易振興機構大阪本部において府内企業の特性に応じた貿易投資相談事業を行った。
（補助金）
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	4,525
	4,525
	4,525

	決算額（千円）
	4,525
	4,525
	4,525


７　海外駐在（派遣）予定者等の研修

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	　　　0
	400
	 400

	決算額（千円）
	　　　0
	393
	 393

	派　　遣　　先
	0箇所
	2箇所
	2箇所


海外駐在（派遣）予定者を語学研修等に派遣。令和元年度は対象者無し。
８　海外との事業者間交流の促進

(1)海外トッププロモーション

令和2年2月9日から12日に副知事がインド・タミルナドゥ州（チェンナイ）を訪
問し、現地タミルナドゥ州政府との経済交流促進に向けた協力の覚書締結を行うととも
に、現地政府機関に対し、府内ものづくり中小企業の現地へのビジネス展開及び投資促
進等に向けた協力依頼や、現地企業・業界団体の代表者に直接府内企業の技術・製品を
PRする等、トッププロモーションを行う予定であった。併せて、覚書締結後に、タミル
ナドゥ州政府等の協力のもと、府内中小企業で構成するミッション団を現地に派遣し、
商談会を実施する予定であった。
しかし、日本国内で新型コロナウイルス感染症が発生し、副知事が同感染症対応業務
にあたる必要が生じたため、トッププロモーション及び企業ミッション団の派遣を延期
し、本事業を令和2年度へ繰り越すこととした。

(2) 有望市場販路開拓促進
アジアにおいて消費ニーズのある分野を中心に、海外見本市での出展、外国企業の
大阪招聘を行うことにより、府内中小企業の商品・製品の売込み、販売パートナーの
発掘を行い、府内中小企業の海外販路開拓を図ることを予定していたが、外国企業の
大阪招聘については世界的な新型コロナウイルス感染症の広まりにより事業を中止。
○Manufacturing Indonesia 2019への出展（3社）
・日　　程：令和元年12月4日～7日
　　　・内　　容：大阪中小企業の高い技術力、高品質な製品のPRを目的として、東南ア ジア中でも有望市場であるインドネシア開催される製造分野の展示会 に大阪ブースとして出展。（出展3社、商談件数139件）
本展示会は工作機械・工具等を対象としており、インドネシア最大の国際展示会。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額（千円）
	4,496
	5,456
	4,941

	決算額（千円）
	2,905
	4,137
	4,302


　
成長産業振興室　ライフサイエンス産業課
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推進グループ・調整グループ

１　大阪ライフサイエンス推進事業の実施
「大阪の成長戦略」において重点化を図る分野に位置付けられた、健康・医療関連産業の世界的なクラスター形成をめざし、府内の産学官が一体となり、ライフサイエンス産業の集積及び環境整備に向けた取組みを実施した。
また、府内産学官の関係機関による実務責任者で構成する「大阪健康・医療関係機関実務責任者会議」の運営を通じ、産業振興に向けた情報共有、意見交換等を行った。
　　○大阪健康・医療関係機関実務責任者会議関係

・令和元年9月30日　 会議開催
・令和元年10月31日  大阪バイオ・ヘッドクオーターにおける目標と取組み公表
・令和2年2月11日　　産学官連携イベント「創薬・基盤技術ビジネスフォーラム」　実施

　(1) 国内外クラスター交流事業

海外からの視察対応を行うとともに、国内及び海外クラスターとの協力関係構築に向け、BioJapanをはじめとする国際ライフサイエンス関連イベントへの出展やセミナーの開催などにより、各クラスターとの交流・連携を推進した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額　　（千円）
	2,244
	3,131
	3,330

	決算額　　（千円）
	2,090
	2,835
	3,053


(2) ライフサイエンス事業化推進事業

ライフサイエンス分野における中小・ベンチャー企業のグローバル展開を支援するため、海外見本市への参加を通じ、海外クラスター等とのマッチング・アライアンスを促進するとともに、大阪で海外企業との商談会等を開催した。

○欧州のライフサイエンス企業との商談会

　　　・主　催　　大阪府、日欧産業協力センター　他

　　　・日　程　　令和元年10月8日

　　　・場　所　　千里阪急ホテル　仙寿の間

　　　・参加者等　日本側企業･団体50社、欧州側企業15カ国61社、商談数263件
〇米国ライフサイエンス企業との商談会
　　　・日　程　　令和元年10月7日
　　　・参加者等　日本側企業6社、米国企業2社、商談数9件

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額　　（千円）
	10,849
	9,318
	10,559

	決算額　　（千円）
	10,824
	9,288
	10,559


　(3) 特区の推進 

　　①国際戦略総合特区

平成23年12月に区域の指定を受けた「関西イノベーション国際戦略総合特区」において、大阪におけるライフサイエンス分野については、令和2年3月までに計41案件の計画認定を受けた。

　　②国家戦略特区

平成26年5月に区域の指定を受けた「関西圏国家戦略特区」において、大阪におけるライフサイエンス分野については、令和2年3月までに計7事業の計画認定を受けた。
　(4) 大阪バイオファンドの運営

　　　優れた開発力・技術力、事業性を持つ成長ポテンシャルの高いベンチャー企業を支援するため、府及び製薬企業・医療機器メーカーなどの出資により組成した「大阪バイオファンド」について、運営者（日本ベンチャーキャピタル(株)）と連携し投資案件の発掘に努めた。令和2年3月までに計9社11件に対しての投資が実施された。

(5) 情報発信

WEBによる情報発信やメールマガジンの配信、パンフレットの作成などにより、大阪のライフサイエンス分野における強みなどの情報を国内外に発信した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額　　（千円）
	1,204
	1,192
	1,192

	決算額　　（千円）
	855
	891
	963


　(6) 大阪バイオ・ヘッドクオーター事務局の運営

大阪のライフサイエンス産業の発展をめざし、現地性が確保できる千里中央においてヘッドクオーター事務局業務を遂行した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額　　（千円）
	11,777
	11,675
	11,675

	決算額　　（千円）
	10,494
	10,511
	9,890


２　未来医療国際拠点形成推進事業

　　中之島4丁目において、再生医療をベースに未来医療の産業化及びその提供による国際貢献を推進する国際拠点の形成に向けた取組みを進めるために、民間事業者21者とともに出捐し、拠点全体をオーガナイズする（一財）未来医療推進機構を令和元年11月に設立した。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額　　（千円）
	10,000
	5,632
	4,181

	決算額　　（千円）
	10,000
	5,431
	4,169


３　北大阪健康医療都市形成推進事業

　　国立循環器病研究センターの北大阪健康医療都市（健都）への移転を契機に、当該地とその周辺を健康・医療の拠点とすることをめざし、必要な取組み等を関係機関が一体となって行うために、平成27年5月に設置した実務者による協議会を運営するとともに、広報活動や、国立健康・栄養研究所と大阪の企業等との連携促進を実施した。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額　　（千円）
	879
	1,231
	1,500

	決算額　　（千円）
	659
	1,085
	979


４　健康産業創出支援事業

　　平成30年度に構築した、大学等の健康関連の研究成果（シーズ）と企業ニーズを、WEBシステムを活用してマッチングし、実用化までを支援するプラットフォームの試行運用を実施するとともに、マッチングが成立した大学等シーズの事業化に向けた伴走支援を実施した。

	
	令和元年度

	予算額　　（千円）
	11,055

	決算額　　（千円）
	11,043


５　医薬品医療機器総合機構（PMDA）関西支部支援体制確立事業

　　医薬品・医療機器等の早期実用化に関する大阪・関西の大学・研究機関、企業における取組みを支援するため、開発初期から高度・専門的な治験段階まで薬事に関する各種相談を実施するPMDA関西支部の利用促進を図った。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額　　（千円）
	17,500
	17,500
	11,095

	決算額　　（千円）
	17,500
	17,500
	9,730


６　彩都バイオベンチャー設備費補助事業　

彩都へのバイオベンチャーの集積を図るため、彩都に立地する3棟のバイオインキュベーション施設に入居するバイオベンチャーが研究開発を行うために導入した設備に対し補助を行った。
	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額　　（千円）
	7,053
	7,993
	7,397

	決算額　　（千円）
	2,528
	5,743
	6,139


７　彩都バイオイノベーションセンター運営事業費補助事業

府及び茨木市の要請により独立行政法人中小企業基盤整備機構が整備し、平成20年10月に彩都で3棟目のインキュベーション施設として開設した「彩都バイオイノベーションセンター」に関し、他の2棟のインキュベーション施設と同程度の競争力と施設運営者の安定的な入居者支援機能を確保することを目的に、同施設の運営者に対し補助を行った。

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	予算額　　（千円）
	23,667
	23,458
	23,458

	決算額　　（千円）
	23,667
	23,454
	23,458


８　公益財団法人千里ライフサイエンス振興財団の事業推進
　　平成2年7月に設立した公益財団法人千里ライフサイエンス振興財団において、ライフサイエンス分野における人材育成、研究助成、実用化支援、普及啓発などの諸事業を産・学・官の協力により実施した。

　　○事業内容
　　　人材育成事業（ライフサイエンスセミナー・新適塾等）の開催、研究助成の実施、市民公開講座の開催、広報活動など
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